



































別部会」（2010年 6月～ 2012年 6月）の下に設置された，「日本語指導が必要な児童生徒を対象とし
た指導の在り方に関する検討会議」（2012年 4月～ 2013年 3月）では，日本語指導体制の抜本的見



























































変遷として，①「不登校児童生徒の割合」（小学校 1993年 0.17％→ 2010年 0.32％），②「学校内での
暴力行為の件数」（小学校 1998年 3,494件→ 2010年 6,444件），③「通級によって指導を受けている
児童生数数」（小学校 1993年　11,963人→ 2010年 56,254人），④「特別支援学級・特別支援学校に
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在籍する児童生徒」（小学校・小学部 1993年 74,851人→ 2010年 136,908人），そして，⑤「貧困によ
る要保護及び準要保護の児童生徒数」（小中合計 1995年 76.6万人→ 2010年 155.1万人）とともに，










Interpersonal Communication Skill: BICS）だけではなく，在籍学級の授業に参加できる能力，つま
り学業に必要な事柄を理解し，それに基づいて考える上で必要な言語運用能力（Cognitive Academic 








































































































































































































 1 本稿では，日本語の運用能力に支障を有しない，一般の外国人児童生徒と区別する意味で，JSL（Japanese as 
a Second Language）児童生徒で統一する。
 2 横浜市教育委員会は，2013年 9月 17日に開催した定例会において，一定数以上の生徒の確保や日本語教室
の講師等を有効活用，さらには，外国籍の生徒へのよりきめ細かな学習の支援を行うためという指針の下，
2014年 4月 1日から，横浜市立夜間中学（鶴見中，仲尾台中，蒔田中，浦島丘中，西中）を，1校（蒔田中学校）














 5 2008年 11月に発足し，2012年 3月まで活動
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